
Copyright 🄫 Masako Konishi 本資料に掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製・改変を禁止します。すべての内容は著作権法及び国際条約により保護されています。

2025年12月8日
ＷＷＦジャパン 専門ディレクター（環境・エネルギー）

昭和女子大学院特命教授
小西雅子

🄫WWF Japan

スクールパリ協定plus COP30報告

🄫WWF Japan 🄫WWF Japan ©WWF Japan



2

• (公財) WWFジャ パン 専門ディ レク タ ー(環境・ エネルギー)

• 昭和女子大学大学院 福祉社会・ 経営研究科 福祉共創マネジメ ント 専攻 特命教授

• (株)東邦銀行 社外取締役

博士(公共政策学・ 法政大2018)。 米ハーバード 大院修士課程修了(2005)。 気象予報士(1997)

【 略歴】
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パリ協定の歩み
2015年パリ COP21

「 パリ 協定」 採択 (長期目標2度、 できれば1.5度、 今世紀末なるべく 早期に脱炭素)
・ 非国家アク タ ー・ イ ニシアティ ブの活発化(2014年COP20で始まっ た)

2016年マラケシュ COP22
・ パリ 協定発効、 締約国会議CMA１ 開始(即延期： ルール決定が2018年の予定)

2017年フ ィ ジーCOP23
・ 米ト ランプ新政権パリ 協定離脱宣言 We are still inなど非国家アク タ ー・ イ ニシアティ ブの更なる拡大

2021年グラスゴーCOP26
・ パリ 協定の実施開始、 6条合意でほぼ完成。 多く の国がNDCを引き上げ再提出
・ パリ 協定の長期目標を事実上1.5度に引き上げ
・ 石炭火力の段階的削減

2022年シャ ルムエルシェ イ ク (エジプト )COP27
・ 損失と 損害の基金の立ち上げ決定

2023年ド バイ COP28
・ 初グローバルスト ッ ク テイ ク (世界全体の進捗評価)、 IPCC2035年60％削減言及
・ 化石燃料から 2050年ネッ ト ゼロ達成の為の転換(＝脱化石燃料依存)
・ 2030年までに世界の再エネ3倍、 エネ効率2倍(＝2030年削減目標の強化につながる取り 決め)

2024年アゼルバイ ジャ ンCOP29

・ 気候資金に関する新規目標(年間途上国支援3000億ド ル、 1.3兆ド ル動員)

IPCC1.5度特別報告書（2018年）
・1.5度と2度で影響に大差
・2050年ゼロで1.5度が可能

1.5
度

主
流
に
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第１貢献期間
削減実施・報告・検証
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なぜ5年サイクルが
重要？⇒

短いサイクルで目標
を改善する機会を多
く作り、なるべく大幅
な削減を進めるため

2015                  2020                     2025                     2030                 2035

2025年は、2023年から
のグローバルストックテイ
クを受けて、各国が2035
年目標を提出する年

パリ協定の目標改善サイクルの仕組み

1. 各国からの2035年の削減目標が、１．５度目標達成に近づくか？

©WWF Japan
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出典：World Resources Institute (WRI), IPCCAR6をもとにWRI作成
https://www.wri.org/insights/2023-ipcc-ar6-synthesis-report-climate-change-findings

１．５度目標達成のために必要な削減量
IPCC:2035年に世界全体で60％削減が必要

パリ協定の一丁目一番地は、科
学に沿った削減行動を各国がと
るように仕向けること

• 各国が自主的に削減目標を決めるこ
とができるパリ協定では、各国は5年
ごとに前の目標を上回る削減目標を
出す。

• 新NDCの2035年目標を各国が提出
して決定される
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COP30（2025年ブラジル・べレン１１月10日～ 21日）開催前の期待
１．途上国への資金支援を具体化させていけるか？

・COP２９で合意された途上国への年間３０００億ドル資金動員、１．3兆ドル動員は？

・COP２８で立ち上げられた損失と損害ファンドを含む途上国支援の進展

２．ネイチャーCOPとしてのCOP30: 森林減少防止や農業関連の取り決めを進展させられるか？

・ファイナンス：COP３０議長イニシアティブの森林減少防止資金メカニズム（TFFF）等

・気候対策と自然資本保全の統合的なアプローチ

３．２０３５年NDC（削減目標）：各国のNDCがどの程度積みあがるのか？

・２０３５年NDCの提出年

・パリ協定の長期目標である１．５度に気温上昇を抑えるには、

2035年に60％（2019年比）削減が必要（IPCC）

・エネルギー関連の目標を進展させられるか？（GST）

・COP２８で合意された化石燃料から2050年ネットゼロ達成の為の転換

（＝脱化石燃料依存）は？

・2030年までに世界の再エネ3倍、エネ効率2倍 （＝事実上2030年削減目標の強化)は？

４．非国家アクターのさらなる活躍に熱い視線のブラジルホスト国

・アメリカ不在の及ぼす影響

・成果はどこに求めるか？非国家アクターとの連携にさらなる期待
6
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① パリ協定10周年
• 1.5度オーバーシュートの規模と期間を抑制する努力を追求

② 交渉から実施への移行

③ 実施・連帯・国際協力の加速
• これまでのCOP決定の実施を加速させるGlobal Implementation Accelerator

（COP30と31の議長リード）で立ち上げ。Belém Mission to 1.5（COP29,30,31
議長リード）

• NCQGの文脈で20235年までに適応資金を少なくとも3倍に増やす努力を呼び
掛け

• 一方的貿易措置について、貿易の役割に関する国際協力強化の機会や課題
を検討

COP30（2025年ブラジル・べレン１１月10日～22日）
結果の概要「グローバル・ムチラオ決定」
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COP30（2025年ブラジル・べレン１１月10日～ 22日）のハイライト交渉

１．緩和：化石燃料からの移行に関するロードマップ
a. ブラジル議長国が提案し、80か国以上が賛同したが、 COP30決定には不採択

b. ブラジル議長国のイニシアティブで、COP外に同ロードマップ設立が決まり、
COP31へ報告されることになった

＝COP外にセミフォーマルなロードマップ設立には成功

２．適応への資金支援
a. 2035年までに適応資金を少なくとも3倍に増やす努力を呼びかけ

b. 交渉段階では、2030年までに2025年比で、適応基金を3倍に増やすことを決定
する

＝5年先延ばしし、基準年をなくし、努力義務に弱めた
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COP外（セミフォーマル）に設立された
化石燃料からのフェーズアウトのロードマップ議論の場

https://fossilfueltreaty.org/first-international-conference

• COP30決定には、 化石燃料への言及が
一切盛り 込まれなかっ た

• 一方で、 ブラジルホスト 国議長は、
COP外に化石燃料から の移行を議論す
る場を立ち上げると 発表、 COP31に報
告する

• コ ロンビアと オランダ両政府は、 化石
燃料から の公正な移行に関する第一回
国際会議を共同開催すると 発表

• 第一回会合は、 2026年4月28〜29日に、
コ ロンビアのサンタ マルタ （ 石炭輸出
で重要な役割を果たす市）

• 太平洋諸国は、 同地域で後続の会合を
開く こ と を約束
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化石燃料ロードマップへ賛同した国
(2025年12月7日現在 85か国)

アンティグア・バーブーダ、オーストラリア、オーストリア、バハマ、バーレーン、バル
バドス、ベルギー、ベリーズ、ブラジル、ブルガリア、カーボベルデ、チリ、コロンビア、
コモロ、クック諸島、コスタリカ、クロアチア、キューバ、キプロス、チェコ共和国、デン
マーク、ドミニカ、ドミニカ共和国、エストニア、フィジー、フィンランド、フランス、ジョー
ジア、ドイツ、ギリシャ、グレナダ、グアテマラ、ギニアビサウ、ガイアナ、ハイチ、ホン
ジュラス、ハンガリー、アイスランド、アイルランド、ジャマイカ、ケニア、キリバス、ラト
ビア、リヒテンシュタイン、リトアニア、ルクセンブルク、モルディブ、マルタ、マーシャ
ル諸島、モーリシャス、メキシコ、ミクロネシア（連邦）、モナコ、モンゴル、ナウル、ネ
パール、オランダ、ニウエ、ノルウェー、パラオ、パナマ、パプアニューギニア、ペルー、
ポルトガル、ルーマニア、サモア、サントメ・プリンシペ、シエラレオネ、スロバキア、ス
ロベニア、ソロモン諸島、韓国、スペイン、セントクリストファー・ネーヴィス、セントル
シア、セントビンセントおよびグレナディーン、スリナム、スウェーデン、スイス、東ティ
モール（ティモール＝レステ）、トンガ、トリニダード・トバゴ、ツバル、英国、バヌアツ

（出典） Carbon Brief (2025) https://buff.ly/ 10

https://buff.ly/4WImOZF


COP外の化石燃料ロードマップが
COP31でCOP決定に戻ってくる可能性？

出典：UNFCCC, https://unfccc.int/cop30/belem-political-package

「過去のCOP決定を踏
まえ」という中で、UAE
コンセンサス（化石燃
料からの転換や再エ
ネ3倍などを含む）を
特だし

COP外の議長リードの
化石燃料ロードマップ
がフォーマル化する
フックになりうる？
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COP決定：NDC未提出国に早期の提出を呼び掛け
現状の２０３５年NDC 状況 (source: WRI Climate Watch 2025年１2月4日段階）

WRI, Climate Watch,https://www.climatewatchdata.org/ndc-tracker 12



COP決定：1.5度目標達成に向けた野心の向上を呼び掛け
1.5度達成には60％（2019年比）が必要だが、各国の2035年NDCを積み上げてもはるかに足りない

（出典）UNFCCC Secretariat (2025) Message to Parties and Observers: Nationally Determined Contributions Synthesis Report – Update. (2025/11/15)
https://unfccc.int/process-and-meetings/the-paris-agreement/nationally-determined-contributions-ndcs/2025-ndc-synthesis-report

パリ協定以前の政策であれば、

20～48％増（2019年比）

パリ協定以降のNDCでは、
2035年時点で

12％減（2019年比）

しかしパリ協定におけ
る国際努力は機能は
している

パリ協定以前では4度
上昇予測が2.3～2.5
度予測に
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COP決定：1.5度オーバーシュートに初めて言及

オーバーシュートの規模と期間を抑止するため、そして適応のギャップを埋めるため
にも、1.5度に気温上昇を抑える努力を追求する

• 1.5度オーバーシュートは避けられない認識の共有

• それでもオーバーシュートの規模と期間を小さくすることで、1.5度目標の追及がまだ
可能だと示唆

しかしそれには大気中から直接除去するなどの炭素除去技術の莫大な規模が必要

可能な限り早期に大規模に削減していくことが重要なのは同じ
14



ご参考：
世界各国の温室効果

ガス排出状況

• GHG排出量の上位10か国で、
世界全体の排出量の3分の2
以上を占める

• GHG排出量の上位3か国：中
国、アメリカ、インド が世界全
体の排出量の42.6％を占め
る一方で、下位100か国の合
計はわずか2.9％にすぎない

出典：WRI, This Interactive Chart Shows Changes in the World's Top 10 Emitters
https://www.wri.org/insights/interactive-chart-shows-changes-worlds-top-10-emitters 15



アマゾン等の森林減少防止を進展

• COP30の開催地としてベレンが選ばれたのは、ブラジルの熱帯雨林の
重要性と、それが人間活動や地球温暖化による気候変動から受けて
いる脅威を強調するため

• 森林減少防止の議論するロードマップをCOP外に立ち上げ
• 危機に瀕している熱帯林の保護を支援するため、ブラジルホスト国は

「トロピカル・フォレスツ・フォーエバー・ファシリティー（ＴＦＦＦ）」設立
（COP外）

※ 一方で、ブラジルは化石燃料生産国。探査のために172区画を競売にかける予定でその40区画以上が
アマゾン流域内に位置する。政府は2030年までに石油生産を拡大する目標を掲げる

資金支援議論の停滞
が見込まれる中、
COP30の成果と位置
づけたかったブラジ
ルホスト国
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「トロピカル・フォレスツ・フォーエバー・ファシリティー（ＴＦＦＦ）」
（国際熱帯雨林保護ファシリティ）」概要

※ FAO (2021), Forest governance by indigenous and tribal peoples, chrome-
extension://efaidnbmnnnibpcajpcglclefindmkaj/https://openknowledge.fao.org/server/api/core/bitstreams/6d5d544c-8709-4d64-af2e-593d0ab8d066/content?utm_source=chatgpt.com

• “今ある森林を保全して残すこと”に対価

• 寄付ではなく、投資から生まれた利益を、森林保全を行う途上国に分配するスキーム

• 先進国を中心とした政府のみならず、民間セクターにも資金提供を呼びかけ

• 再投資された利益は、資金提供国および民間セクターの利息や配当金の支払いにあて
られ、利益の余剰分が熱帯雨林の面積、及び保全の実績に基づいて途上国に分配され
る

• 資金を受け取る国は、森林を保全した面積に応じて、1ヘクタールあたり4ドルを基準に
資金の支給

• 森林の保全状況は衛星画像によってモニタリングされ、もし森林の破壊や劣化が生じた
場合は、支払い額が減額または停止

• 受け取る資金の20％は、先住民族と地域社会に直接還元

• 先住民族は森の最大の守り手といわれており、国連食糧農業機関（FAO）の調査では先
住民族が管理する土地は森林破壊率が2.5倍低い※
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「トロピカル・フォレスツ・フォーエバー・ファシリティー（ＴＦＦＦ）」
（国際熱帯雨林保護ファシリティ）」概要

• ブラジルは各国政府に公的資金250億ドルの拠出を呼びかけ、民間セクターを主とした機関投資家や政府
系ファンドから1000億ドルの追加投資を募る。基金の運用益により年間40億ドルの資金の提供を目指す

• ブラジルは10億ドルの拠出を表明（９月国連サミット）

• コロンビア、ガーナ、インドネシア、マレーシア等と連携、ドイツ、フランス、イギリス等も資金提供に前向き。
中国も支持を表明し、多国間主義の新たな象徴となる可能性

• カーボンクレジット市場と補完的に機能。クレジット市場では、植林やCO2除去といった活動に対価が支払
われるのに対し、TFFFは“今ある森林を保全すること”にあり、それに国家単位で報いる仕組み

• TFFFはパリ協定の正式な仕組みではないが、各国の資金動員目標に算入されることで、1.3兆ドルの気候
資金目標との連動される可能性あり

• 一方で土地の劣化として減額対象となるのは、火災に起因するもののみで、違法伐採や道路建設といった
活動による劣化は対象となっていない

• 資金の出し手に化石燃料関連の企業が含まれるリスク

• 制度の透明性と環境整合性を慎重に見極める必要あり
世界銀行が信託機関および暫定事務局

※１．https://cop30.br/en/news-about-cop30/the-world-bank-confirmed-as-
trustee-and-interim-host-of-the-tropical-forest-forever-facility 18
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TFFF賛同国 (2025/11/27現在）と対象国

66か国が賛同（熱帯林保有国とドナー（候補）国）

アンティグア・バーブーダ、アルメニア、オーストラリ
ア、オーストリア、ベルギー、ボリビア、ブラジル、ブ
ルキナファソ、カンボジア、カナダ、中国、コロンビア、
コスタリカ、キューバ、キプロス、デンマーク、コンゴ
民主共和国、ドミニカ、ドミニカ共和国、エクアドル、
エチオピア、フィンランド、フランス、ジョージア、ドイ
ツ、ガーナ、グアテマラ、ギニア、ギニアビサウ、ガ
イアナ、ハイチ、ホンジュラス、インドネシア、アイル
ランド、日本、リベリア、ルクセンブルク、マダガスカ
ル、マレーシア、モーリシャス、メキシコ、モナコ、モ
ザンビーク、ミャンマー、ネパール、オランダ、ナイ
ジェリア、ノルウェー、パキスタン、パラオ、パナマ、
パプアニューギニア、ペルー、フィリピン、ポルトガ
ル、ルワンダ、サンマリノ、サントメ・プリンシペ、シエ
ラレオネ、南スーダン、スウェーデン、スリナム、アラ
ブ首長国連邦、英国、ザンビア、欧州連合

出典：TFFF, https://tfff.earth/cop30-ends-with-over-
us-6-7-billion-for-the-tfff/

熱帯林を有する７０か国以上の国が対象

出典：TFFF, https://tfff.earth/
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一方的貿易措置についてのCOP決定：

貿易の役割に関する国際協力強化の機会、課題、障壁を検討するため、
2026年～28年の6月にITC, UNCTAD,WTOも含めた対話を開催し、

2028年にはハイレベルイベントを開催

• 貿易は最も対立の激しい論点のひとつ、新興国のグループ「ライク・マイン
デッド（Like Minded）」が、会議冒頭で公式アジェンダに含めるよう求めた。
一方EUなど先進国は、貿易紛争はWTOで扱うべきと主張

• 欧州CBAMや、米国によるグリーン製品も含めた輸入関税などが対象

• ブラジル議長国、気候と貿易について各国が議論するためのフォーラム
IFCCT（Integrated Forum on Climate Change and Trade)立ち上げ (flagship)

• IFCCTは、2026年初頭から2028年末までの3年間の初期フェーズを予定して
おり、参加は各国に開かれる
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アメリカ連邦政府不在の中、COPは機能するのか？：
COP外だが、州政府がコミット

加州ギャビン・ニューサム知事などをはじめとする100名以上のリーダーたちが参加し、

アメリカ国内での取り組み推進を宣言

©WWF Japan ©WWF Japan
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2017年COP23
アメリカ第一トランプ政権発足直後立ち上げ
Wearestillin (アメリカはまだパリ協定にいる）

2021年から America is all in
アメリカはパリ協定の目標を

達成する

アメリカの50州政府、63％の人口、74％のGDPを代表
(2025年10月5日現在)

https://www.americaisallin.com/

「アメリカの約束
(America’s pledge)」
非国家アクターの削減
目標を見える化

「連邦政府だけがアメリカではない。
実際のアメリカのリーダーたちはパリ
協定の目標を達成していく」
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パリ協定の成立の立役者:非国家アクター
そしてパリ協定の実効力確保も非国家アクターの役割大
（都市、自治体、機関投資家、企業、国際市民社会など）

京都議定書時代は、政府間のみの交渉： 政府間交渉の限界

パリ協定の成立

– 非国家アクターの活躍が大きく貢献して成立した

– 各国の自主的な行動に多くを委ねた

– 世界共通のルールを定めた（各国の比較可能性を確保）

パリ協定の実効力

– 非国家アクターのグローバルな連携が、実効力をサポート
（“先頭集団”が率いる役割）

– グリーンウォッシュ批判など非国家アクターからの有形無形の圧力
（“後発集団”の底上げの役割）
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COP会議で躍動する非国家アクターの国際連盟

• COP30には約5万6千人が参加

• 政府関係者のみなら ず、 非国家
アク タ ーと 呼ばれる都市や企業、
機関投資家などが大挙し て参加
し 、 国を超えた連携で脱炭素の
取組を競っ て表明

• 特に機関投資家集団が企業の脱
炭素化を評価する基準を次々発
表し ているのに注目

• 今や企業が脱炭素に取り 組むの
は当たり 前、 その内容が真の脱
炭素化へ向かう のか、 それと も
グリ ーンウォ ッ シュ (見せかけの
取組)かが問われている

• COP会議はこ れら 世界の脱炭素化
の動向を一堂に俯瞰する場

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

スペイ ンパビリ オンで行われた報告書の発表イ ベント

機関投資家など非国家アクターは、
政府よりももっとIPCC科学に沿った

行動を企業に求める

多様なメ ンバーが参加するAmerica is all in

現地で開催さ れた気候マーチ

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan

🄫WWF Japan🄫WWF Japan 24
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活発化するCOP参加の非国家アクター

出典：UNFCCC https://unfccc.int/process-and-meetings/parties-non-party-stakeholders/non-party-stakeholders/statistics#statistics-on-side-
events-and-exhibits

COPにおけるサイドイベント主催者数の推移
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🄫WWF Japan

企業が意識したいCOP30からの示唆

🄫WWF Japan 🄫WWF Japan ©WWF Japan

 COP30は、少なくともパリ協定という温暖化の国際連携の場が機能していることを
示した

 化石燃料からの転換は、先進的な80か国あまりの賛同だが、これが企業や自治体
にとって先進性を示すグローバル基準となることを示唆

 1.5度を、オーバーシュートなしでは達成できないことが認識されたが、1.5度目標
をあきらめたわけではない

 適応により多くの資金が回る：防災技術に優れた日本企業のビジネス機会の拡大
 森林減少防止の新しい仕組みが、気候とネイチャーポジティブを追求する新たな

機会となりうること
 炭素市場において、炭素除去技術がより重要に、および炭素国境調整措置をめぐ

る交渉をフォロー

26



COP開催地

• COP32は、エチオピア開催決定 （→脆弱なアフリカ開催であるため、ロスダメ＆適
応＝資金支援を焦点としたCOPになるだろう）

• COP31は、トルコ開催、オーストラリアが議長国
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2025年現在 非国家アクター（＋一部の政府）の国際連携
サステナビリティ関連の代表的なイニシアティブ

カーボンマーケット関連

VCMI（自主的炭素市場十全性イニシアティブ）

ICVCM（自主的炭素市場のための十全性評議会）

クレジットの活用によるオフセットのあり方、
質の高い民間クレジットの基準等定める

SBTi(Science Based Targets Initiative)

科学的知見に基づいて、パリ協定の
1.5度目標に整合するために、企業
が温室効果ガスをいつまでにどの程
度削減しなければいけないのかを示
した国際認証スキーム

GFANZ（Glasgow Financial Alliance for Net Zero）
機関投資家の主要なネット・ゼロ団体を結集する連合で、
130兆ドル（約1京7,500兆円）の資産を有する450社以上の
金融機関が参画。ネットゼロに向けた目標のガイドライン等
を作成

PPCA（Powering Past Coal Alliance）
脱石炭に向けたグローバル連盟

CDP(Carbon Disclosure Project)
企業や都市による環境関連情報を開
示させ、評価することなどによって、改
善を促す。気候変動のみならず、水資
源、森林保全も対象。CDPのデータは、
投資家、企業、政府、研究機関など多
くのステークホルダーに利用される

Cities Race to Zero
1000以上の都市が2040年より前に
ネットゼロにすると宣言

RE100(Renewable Energy 100)
企業が自らの事業の使用電力を100％再エネで
賄うことを目指す国際的なイニシアティブ
電力需要側が再エネの必要性を政府や関係機関
に訴え、法制化を目指し、脱炭素社会への好循環
を生み出すことを目的とする

事実上の
グローバル

スタンダードに
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日本における非国家アクターと政府との関係性の深まり

• 環境省 2020年に 企業のSBTi認証をサポートする事業を発足
• 経産省 2020年に、企業がRE100取得をサポートする事業を発足

出典：グリーン・バリューチェーンプラットフォーム
https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/decarbonization_05.html
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気候変動政策をメディア議題に
～国際NGOによる広報の戦略～

ミネルヴァ書房(2022)

https://www.minervashobo.co.jp/book/b60027
4.html

温暖化の基礎から全体像を知りたい方に！
小西雅子著

温暖化対策＝エネルギー選択
エネルギーを選んで、将来社会を選ぼう！

地球温暖化を解決したい
岩波ジュニアスタートブックス(2021)

https://www.iwanami.co.jp/author/a120076.html

パリ協定をめぐる温暖化の全体像について
ぱっとわかりたい方へお勧め！

地球温暖化は解決できるのか
岩波ジュニア新書(2016)
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